別表　１
施設用途別廃棄物排出基準

	施設用途
	1日あたりの排出基準

	住宅
	　1kg/人

	事務所ビル
	0.04kg/㎡

	文化・娯楽施設
	0.03kg/㎡

	店舗　（飲食店）
	0.20kg/㎡

	店舗　（物品販売）

デパート・スーパーマーケット　　　
	0.08kg/㎡

	ホテル（宿泊施設）
	0.06kg/㎡

	学校
	0.03kg/㎡

	病院・診療所
	0.08kg/㎡

	駐車場
	0.005kg/㎡

	鉄道駅舎
	0.005kg/㎡


※施設用途がない場合は、清掃事務所にご相談ください。
別表　２

住居占有面積別人数基準
	住居占有面積
	人員数

	～30㎡
	１．５人

	～40㎡
	２．０人

	～50㎡
	２．５人

	～60㎡
	３．０人

	60㎡超
	４．０人


別表　３
大規模建築物の用途別、規模別、廃棄物保管設備等の設置基準及び処理方法

	建築物
	規模
	廃棄物
	廃棄物保管設備の種類
	粗大ごみ集積所
	処理方法
	備考

	
	
	
	容器
	反転式

コンテナボックス
	自動貯留
排出機
	車両搭載式コンテナ
ボックス
	その他

	
	荒川区
	自己処理
	許可業者
	

	区の収集運搬業務の提供を受ける場合
	70戸
以上
	燃やすごみ
	※
	○
	○
	×
	
	○
	○
	
	
	一廃：

一般廃棄物処理業者

産廃：

産業廃棄物処理業者

	
	
	燃やさないごみ
	○
	×
	※
	×
	
	
	○
	
	
	

	
	70戸
未満
	燃やすごみ
	○
	※
	○
	×
	
	○
	○
	
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	○
	×
	※
	×
	
	
	○
	
	
	

	区の収集運搬業務の提供を受けない場合
	排出日量1,000㎏以上
	一般廃棄物
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	一廃
	

	
	
	産業廃棄物
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	産廃
	

	
	排出日量1,000㎏以下
	一般廃棄物
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	
	○
	一廃
	

	
	
	産業廃棄物
	○
	○
	○
	○
	○
	
	
	○
	産廃
	


　　　※清掃事務所に必ず相談してください。
別表　４－1
容器数の算定（住居系建築物の場合）
	用途
	廃棄物等の種類
	総人員×排出基準×燃やす・燃やさない・資源の割合×収集間隔÷容器容量＝Ⓐ
	予備率の加算Ⓑ
	必要個数

	住　　居　　系
	ごみ
	燃やすごみ
	人　×　1　kg　×　0.75　×　　 日　÷　  15kg　＝　　①≒❶ 
	（①＋②）×1.4＝③
	個

	
	
	燃やさないごみ
	人　×　1　kg　×　0.05　×　　 日　÷　  15kg　＝　　②≒❷ 
	
	

	
	再利用対象物
	古紙
	人　×　1  kg　×  0.138  ×    日　÷　　8.8kg  ＝   ④≒❹
	④×1.4＝
	束

	
	
	びん
	人　×　1  ㎏  ×  0.03   ×     日  ÷　 12 kg  ＝    ➄≒❺
	➄×1.4＝
	個

	
	
	かん
	人  ×  1  ㎏  ×  0.01   ×     日  ÷　　4 kg  ＝    ⑥≒❻
	⑥×1.4＝
	個

	
	
	ペットボトル
	人  ×  1  ㎏  ×  0.02   ×     日  ÷　　3 kg  ＝    ⑦≒❼
	⑦×1.4＝
	ネット

	
	
	白色トレイ
	人  ×  1  ㎏  ×  0.002  ×     日  ÷　 0.6kg  ＝    ⑧≒❽
	⑧×1.4＝
	ネット

	ごみ容器最低必要個数ⓐ❶＋❷
	個
	ごみ容器必要個数合計Ⓒ
	個


算定上の注意　　1　総人員は、住居専有面積別人数で算定する。事業系がある場合は別に算定（事業系の算定式）する。
　　　　　　　　2　住居用住宅の排出基準は一人が1㎏とする。ごみ等の割合は、燃えるごみ7.5割、燃やさないごみ0.5割、再利用対象物2割とする。
　　　　　　　　3　収集間隔は、実態により記入する。（燃やすごみ3日・燃やさないごみ13日、再利用対象物は各町会回収の収集間隔による・6日か13日）

　　　　　　　　4　容器1個当たりの容量は原則として15㎏（60㍑）を基準とする。※反転コンテナの場合、175kg（700㍑）を基準とする。

　　　　　　　　　 再利用対象物の容器等は、古紙は紐等で縛って1束8.8kg・びんはコンテナ容器12kg・かんはコンテナ容器4kg
ペットボトルは自立ネット3kg・白色トレイは自立ネット0.6㎏とする。再利用対象物のコンテナやネットは貸し出します。
　　　　　　　　5　計算上で、Ⓐは小数点第1位を繰り上げ整数にする。　ごみ容器の必要個数Ⓒは、Ⓑの小数点を切り捨てる。
再利用対象物の必要個数はⒷの小数点を繰り上げ整数にする。　予備率は40％を確保する。
　　　　　　　　6　必要個数Ⓑが最低必要個数ⓐより少ない場合は、最低必要個数を必要個数とする。
7　そのほか、作業場面積が必要になります。最低必要面積は2㎡以上となります。　

容器の積み重ねの考え方

　　　ごみ容器は、棚がない場合、積み重ねはできません。棚がある場合のみ、2段になります。（反転コンテナは積み重ねできません）

　　　再利用対象物の場合、古紙の束、びんのコンテナ、かんのコンテナは積み重ねができます。（積み重ね算定表を参考）

ペットボトル、白色トレイ用の自立ネットは積み重ねできません。棚がある場合のみ、2段になります。

　

別表　4－2
容器等の積み重ね算定表

　　積み重ねることで容器必要面積が小さくなり、積み重ねた列数の底面積で保管場所の面積算定に使用します。
	区分
	必要個数
（容器数の算定による）
	重ねられる数　　（棚がない場合）
	重ねられる数
（棚がある場合）
	必要列数

（必要個数÷重ねられる数＝Ⓐ）

	ごみ容器
	個
	１段
	上段1段　下段1段
	列

	古紙
	束
	3段
	上段2段　下段3段
	列

	びん
	個
	3段
	上段2段　下段2段
	列

	かん
	個
	3段
	上段2段　下段2段
	列

	ペットボトル
	ネット
	1段
	上段1段　下段1段
	列

	白色トレイ
	ネット
	1段
	上段1段　下段1段
	列


保管場所面積の算定
    保管場所の面積はごみ等容器の面積に作業場面積が必要になります。作業場面積とは、容器等を持って人が通り抜けられることや容器の洗浄やごみ等の仕分け作業ができる広さです。

ごみ容器と再利用対象物容器等の容器必要面積を算定します。ここでは容器等が配置できる面積を算定します。
	区分
	容器用面積の算定式
	必要面積（㎡）

	ごみ容器
	容器の直径又は縦（　　　　㎝）　×容器の直径又は横（　　　　㎝）×容器列数     （　　　 　　）
	

	古紙
	紐等で束ねた1束の縦（　32㎝） ×束ねた1束の横（　25cm）　　 ×束ねた束の列数 （　　   　）
	

	びん
	収納コンテナの縦（　54㎝）     ×収納コンテナの横（　37㎝）    ×コンテナの列数（  　  　　）
	

	かん
	収納コンテナの縦（　65㎝）     ×収納コンテナの横（　44㎝）    ×コンテナの列数（　　    　）
	

	ペットボトル
	自立式ネットの縦（　40㎝）     ×自立式ネットの横（　40㎝）    ×自立式ネットの列数（　　　）
	

	白色トレイ
	自立式ネットの縦（　40㎝）     ×自立式ネットの横（　40㎝）    ×自立式ネットの列数（　　　）
	

	容器等必要面積合計
	㎡


※ここで利用する再利用対象物のコンテナ等は清掃リサイクル課で貸し出します。
ごみ等容器の面積が確定したら、保管場所の容器配置を確定させます。ごみ等容器は必ず作業場面積に接するように配置ください。
作業場面積は最低2㎡以上確保してください。そのほか、洗浄設備が必要となります。
別表　5

容器数の算定（事業系建築物の場合）
	区分
	用　途
	廃棄物の種類
	床面積× 排出基準×  燃やす・燃やさないの割合× 収集間隔÷ 容器容量＝Ⓐ
	予備率の加算Ⓑ
	必要個数Ⓓ

	事　業　系
	飲食店
	燃やすごみ
	㎡　×　　 kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　①≒❶
	（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）×1.4＝Ⓓ
	個


	
	
	燃やさないごみ
	㎡　×　 　kg　×　     　×　　　 日　÷　　　kg　＝　　②≒❷
	
	

	
	事務所
	燃やすごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　③≒❸
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　④≒❹
	
	

	
	物品販売
	燃やすごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　⑤≒❺
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　⑥≒❻
	
	

	
	娯楽施設
	燃やすごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　⑦≒❼
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝　　⑧≒❽
	
	

	ごみ容器最低必要個数❶＋❷＋❸＋❹＋❺＋❻＋❼＋❽＝Ⓒ
	個
	ごみ容器必要個数合計Ⓓ
	個


算定上の注意　1　床面積は、用途別床面積内訳書（事業系）（別表7）で算出する。
2  排出基準は、施設用途別廃棄物排出基準で算出する。施設用途がない場合は清掃事務所に相談してください。

3　廃棄物の割合は、各事業者で算出してください。荒川区で収集する場合は燃やすごみ8割・燃やさないごみ0.5割となります。
4　収集間隔は、荒川区で収集する場合は燃やすごみ週2回、燃やさないごみ月2回です。業者収集の場合は契約により違います。
5　Ⓐは小数点第1位を繰り上げ整数にする（❶等）。
6　ⒷはⒶの繰り上げをしない数値（①等）を合算して全体に予備率の40%を加算する。

7　必要個数Ⓓが最低必要個数Ⓒより少ない場合は最低必要個数Ⓒを必要個数とする。

8　その他、作業場面積が必要となります。最低2㎡以上が必要となります。
　廃棄物保管場所面積の算定

　　　保管場所の面積は、ごみ容器の必要面積と作業場面積が必要になります。作業場面積とは、人が容器等を持って通り抜けられる通路や容器洗浄・ごみの仕分け等作業ができる広さです。最低2㎡以上必要になります。
　　　　ごみ容器の必要面積の算定式

	ごみ容器の直径又は縦（　　㎝）×ごみ容器の直径又は横（　　㎝）×必要個数（Ⓓ）÷棚有（2段）又は棚なし（1段）＝ⓐ

	作業場面積最低2㎡　　　　　　　　　Ⓑ㎡
	洗浄設備　　　　　　　　　　　　　　　Ⓒ㎡
	合計ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＝保管場所面積　ⓓ


　注意　　容器は必ず作業場面積に接するように配置してください。ただし、隅に関してはその限りではありません。

　　　　　
※再利用対象物保管場所については、別表8、別表9で算出してください。
別表　４（住居用）の記入例



容器数の算定（住居系建築物の場合）
	用途
	廃棄物等の種類
	総人員×排出基準×燃やす・燃やさない・資源の割合×収集間隔÷容器容量＝Ⓐ
	予備率の加算Ⓑ
	必要個数

	住　　居　　系
	ごみ
	燃やすごみ
	150人　×　1　kg　×　0.75　×　3日　÷　15kg　＝22.5①≒❶ 23 
	（①＋②）×1.4＝③40.6
	40個

	
	
	燃やさないごみ
	150人　×　1　kg　×　0.05　× 13日　÷　15kg　＝  6.5②≒❷  7
	
	

	
	再利用対象物
	古紙
	150人　×　1  kg　×  0.138  × 6日　÷　　 8.8kg  ＝14.1④
	④×1.4＝19.7
	20束

	
	
	びん
	150人　×　1  ㎏  ×  0.03   ×  6日  ÷　 　12 kg  ＝ 2.2➄
	➄×1.4＝3.0
	3個

	
	
	かん
	150人  ×  1  ㎏  ×  0.01   ×  6日  ÷　　　4 kg  ＝ 2.2⑥
	⑥×1.4＝3.0
	3個

	
	
	ペットボトル
	150人  ×  1  ㎏  ×  0.02   ×  6日  ÷　　　3 kg  ＝ 6.0⑦
	⑦×1.4＝8.4
	9ネット

	
	
	白色トレイ
	150人  ×  1  ㎏  ×  0.002  ×  6日  ÷　   0.6kg  ＝ 3.0⑧
	⑧×1.4＝4.2
	5ネット

	ごみ容器最低必要個数❶＋❷
	30個
	ごみ容器必要個数合計Ⓒ
	40個



算定上の注意　　1　総人員は、住居専有面積別人数で算定する。事業系がある場合は別に算定（事業系の算定式）する。
　　　　　　　　2　住居用住宅の排出基準は一人が1㎏とする。ごみ等の割合は、燃えるごみ7割、燃やさないごみ0.5割、再利用対象物1.5割とする。
　　　　　　　　3　収集間隔は、実態により記入する。（燃やすごみ3日・燃やさないごみ13日、再利用対象物は各町会回収の収集間隔による・6日か13日）

　　　　　　　　4　容器1個当たりの容量は原則として15㎏（60㍑）を基準とする。※反転コンテナの場合、175kg（700㍑）を基準とする。

　　　　　　　　　 再利用対象物の容器等は、故紙は紐等で縛って1束8.8kg・びんはコンテナ容器12kg・かんはコンテナ容器4kg・
ペットボトルは自立ネット4kg・白色トレイは自立ネット0.6㎏とする。
　　　　　　　　5　計算上で、Ⓐは小数点第1位を繰り上げ整数にする。　ごみ容器の必要個数は、Ⓑの小数点を切り捨てる。
再利用対象物の必要個数はⒷの小数点を繰り上げ整数にする。　予備率は40％を確保する。
　　　　　　　　6　必要個数Ⓑが最低必要個数ⓐより少ない場合は、最低必要個数を必要個数とする。

7　そのほか、作業場面積が必要になります。最低必要面積は2㎡以上となります。　

別表　4-2の記入例
容器等の積み重ね算定表

　　積重ねることで容器必要面積が小さくなり、積重ねた列数の底面積で保管場所の面積算定に使用します。
	区分
	必要個数

（容器数の算定による）
	重ねられる数　　
（棚がない場合）
	重ねられる数

（棚がある場合）
	必要列数

（必要個数÷重ねられる数＝Ⓐ）

	ごみ容器
	40個
	１段
	上段1段　下段1段　計2
	40個÷2段＝20列　　　　　20列

	古紙
	20束
	3段
	上段2段　下段3段　計5
	20束÷5段＝4列　　　　　　4列

	びん
	4個
	3段
	上段2段　下段2段　計4
	4コンテナ÷4段＝1列　　　　1列

	かん
	5個
	3段
	上段2段　下段2段　計4
	5コンテナ÷4段＝2列　　　　2列

	ペットボトル
	7ネット
	1段
	上段1段　下段1段　計2
	7ネット÷2段＝3.5列≒4列　　4列

	白色トレイ
	5ネット
	1段
	上段1段　下段1段　計2
	5ネット÷2段＝2.5列≒3列　　3列



保管場所面積の算定
    保管場所の面積はごみ等容器の面積に作業場面積が必要になります。作業場面積とは、容器等を持って人が通り抜けられることや容器の洗浄やごみ等の仕分け作業ができる広さです。

ごみ容器と再利用対象物容器等の容器必要面積を算定します。ここでは容器等が配置できる面積を算定します。
	区分
	容器用面積の算定式
	必要面積（㎡）

	ごみ容器
	容器の直径又は縦（　60㎝）
	×
	容器の直径又は横（　60㎝）
	×
	容器列数（　20列）
	0.6×0.6×20=7.2
	7.200㎡

	古紙
	紐等で束ねた1束の縦（　32㎝）
	×
	束ねた1束の横（　25cm）
	×
	束ねた束の列数（　4列）
	0.32×0.25×4＝0.32
	0.320㎡

	びん
	収納コンテナの縦（　54㎝）　
	×
	収納コンテナの横（　37㎝）
	×
	コンテナの列数（　1列）
	0.54×0.37×1=0.199
	0.199㎡

	かん
	収納コンテナの縦（　65㎝）
	×
	収納コンテナの横（　44㎝）
	×
	コンテナの列数（　2列）
	0.65×0.44×2=0.572
	0.572㎡

	ペットボトル
	自立式ネットの縦（　40㎝）
	×
	自立式ネットの横（　40㎝）
	×
	自立式ネットの列数（　4列）
	0.4×0.4×4=0.64
	0.640㎡

	白色トレイ
	自立式ネットの縦（　40㎝）
	×
	自立式ネットの横（　40㎝）
	×
	自立式ネットの列数（　3列）
	0.4×0.4×3=0.48
	0.480㎡

	容器等必要面積合計
	9.411㎡


※ここで利用する再利用対象物のコンテナは清掃リサイクル課で貸し出します。

ごみ等容器の面積が確定したら、保管場所の容器配置を確定させます。ごみ等容器は必ず作業場面積に接するように配置ください。

作業場面積は最低2㎡以上確保してください。そのほか、洗浄設備が必要となります。

別表　5の記入例

容器数の算定（事業系建築物の場合）

	区分
	用　途
	廃棄物の種類
	床面積× 排出基準×  燃やす・燃やさないの割合× 収集間隔÷ 容器容量＝Ⓐ
	予備率の加算Ⓑ
	必要個数Ⓓ

	事　業　系
	飲食店
	燃やすごみ
	320.34㎡　×0.20 kg　×　0.8　×　1日　÷　15kg　＝3.41①≒❶　4
	（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧）×1.4＝Ⓓ

(3.41+0.21+5.45+0.34)

×1.4＝13.174
	13個

	
	
	燃やさないごみ
	320.34㎡　×0.20 kg　×　0.05　×　1日　÷　15kg　＝0.21②≒❷　1
	
	

	
	事務所
	燃やすごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　 日　÷　　　kg　＝ ③≒❸
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　 日　÷　　　kg　＝ ④≒❹
	
	

	
	物品販売
	燃やすごみ
	1279.12㎡　×0.08 kg×　0.8　×　1 日　÷　15kg　＝5.45 ⑤≒❺　6
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	1279.12㎡　×0.08 kg×　0.05　×　1日　÷　15kg　＝0.34 ⑥≒❻　1
	
	

	
	娯楽施設
	燃やすごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝ ⑦≒❼
	
	

	
	
	燃やさないごみ
	㎡　×　   kg　×　    　 ×　　　 日　÷　　　kg　＝ ⑧≒❽
	
	

	ごみ容器最低必要個数❶＋❷＋❸＋❹＋❺＋❻＋❼＋❽＝Ⓒ
	12個
	ごみ容器必要個数合計Ⓓ
	13個


算定上の注意　1　床面積は、用途別床面積内訳書（事業系）で算出する。

2  排出基準は、施設用途別廃棄物排出基準で算出する。施設用途がない場合は清掃事務所に相談してください。

3　廃棄物の割合は、各事業者で算出してください。荒川区で収集する場合は燃やすごみ7割・燃やさないごみ0.5割となります。

4　収集間隔は、荒川区で収集する場合は燃やすごみ週2回、燃やさないごみ月2回です。業者収集の場合は契約により違います。

5　Ⓐは小数点第1位を繰り上げ整数にする（❶等）。

6　ⒷはⒶの繰り上げをしない数値（①等）を合算して全体に予備率の40%を加算する。

7　必要個数Ⓓがより最低必要個数Ⓒより少ない場合は最低必要個数Ⓒを必要個数とする。

8　その他、作業場面積が必要となります。最低2㎡以上が必要となります。

　廃棄物保管場所面積の算定

　　　保管場所の面積は、ごみ容器の必要面積と作業場面積が必要になります。作業上面積とは、人が容器等を持って通り抜けられる通路や容器洗浄・ごみの仕分け等作業ができる広さです。最低2㎡以上必要になります。
　　　　ごみ容器の必要面積の算定式

	ごみ容器の直径又は縦（ 60 ㎝）×ごみ容器の直径又は横（ 60㎝）×必要個数（13個）÷棚有（2段）又は棚なし（1段）＝2.34ⓐ

	作業場面積最低2㎡　　　　　　　Ⓑ3.14㎡
	洗浄設備　　　　　　　　　　　　　Ⓒ1.8㎡
	合計ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ＝保管場所面積　7.28㎡ⓓ


　注意　　容器は必ず作業場面積に接するように配置してください。ただし、隅に関してはその限りではありません。

　　　　　

※再利用対象物保管場所については、別表7、別表8で算出してください。
別表　6
用途別床面積内訳書（住居系）

	階
	延床面積
	住　　　宅
	その他
	共用部分

	
	
	床面積
	人員
	戸数
	総人員
	住居床面積計
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別表　6の記入例

用途別床面積内訳書（住宅系）

	階
	延床面積
	住　　　　宅
	その他
	共用部分

	
	
	床面積
	人員
	戸数
	総人員
	住居床面積計
	
	
	
	

	5階
	７５０．０６㎡
	３４．２４㎡
	2人
	12戸
	24人
	410.88㎡
	
	
	
	１３０．４６㎡
廊下・エレベーター等

	
	
	５２．１８㎡
	３人
	４戸
	１２人
	208.72㎡
	
	
	
	

	４階
	７５０．０６㎡
	３３．８８㎡
	２人
	１３戸
	２６人
	440.44㎡
	
	
	
	８８．６６㎡

廊下・エレベーター等

	
	
	５５．２４㎡
	３人
	４戸
	１２人
	220.96㎡
	
	
	
	

	３階
	７５０．０６㎡
	５５．７１㎡
	３人
	１２戸
	３６人
	668.52㎡
	
	
	
	４４．３６㎡

廊下・階段等

	
	
	３７．１８㎡
	２人
	１戸
	２人
	37.18㎡
	
	
	
	

	２階
	７５０．０６㎡
	２９．６５㎡
	１．５人
	２４戸
	３６人
	711.60㎡
	
	
	
	３８．４６㎡

廊下・階段等

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	3000.24㎡
	
	
	７０戸
	１４８人
	2698.30㎡
	
	
	
	３０１．９４㎡
廊下・エレベーター等




別表　7
用途別床面積内訳書（事業系）

	階
	延床面積
	店　　　舗
	事　務　所
	そ　の　他
	共用部分

	
	
	業種
	戸数
	床面積
	戸数
	床面積
	戸数
	床面積
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


別表　7の記入例
用途別床面積内訳書（事業系）

	階
	延床面積
	店　　　舗
	事　務　所
	そ　の　他
	共用部分

	
	
	業種
	戸数
	床面積
	戸数
	床面積
	戸数
	床面積
	

	３階
	８２５．６５㎡
	飲食店
	４店
	３２０．３４㎡
	３軒
	９０．５８㎡
	
	
	４１４．７３㎡
通路・エレベーター・階段等

	２階
	８２５．６５㎡
	物販
	１店
	６２９．８０㎡
	
	
	
	
	１３０．８５㎡
通路・エレベーター・階段等

	
	
	物販
	１店
	６５．００㎡
	
	
	
	
	

	１階
	８２５．６５㎡
	物販
	１店
	５８４．３２㎡
	３軒
	１００．６５㎡
	
	
	１４０．６８㎡
通路・階段・エレベーター・玄関等

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	２４７６．９５㎡
	
	７店
	１５９９．４６㎡
	６軒
	１９１．２３㎡
	
	
	６８６．２６㎡

通路・エレベーター等



別表　8
事業系大規模建築物の再利用対象物の保管場所最低必要面積算出表

	対象延床面積

用途
	10,000㎡未満
	10,000㎡以上50,000㎡未満
	50,000㎡以上100,000㎡未満
	100,000㎡以上

	事　務　所
	４㎡以上
	4㎡＋
	（延床面積－10,000㎡）
	×3㎡
	以上
	16㎡＋
	（延床面積－50,000㎡）
	×2㎡
	以上
	２６㎡
以上

	飲　食　店
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	学　　校
	
	
	10,000㎡
	
	
	
	10,000㎡
	
	
	

	病院・診療所
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	店　　舗
	４㎡以上
	4㎡＋
	（延床面積－10,000㎡）
10,000㎡
	×4㎡　
	以上
	
	４０㎡

以上

	ホ　テ　ル
	
	
	
	
	
	
	

	文化・娯楽施設等
	３㎡以上
	3㎡＋
	（延床面積－10,000㎡）
10,000㎡
	×2㎡
	以上
	11㎡＋
	（延床面積－50,000㎡）
10,000㎡
	×1㎡
	以上
	１６㎡

以上


　　注意１　：　上記用途に該当しない事業用大規模建築物については、事前に協議すること。

　　注意２　：　対象延床面積は、共用部分を除くこと。

　　注意３　：　主たる用途に付随する事務所等は、主たる用途とみなす。
　　注意４　：　対象延床面積が、10,000㎡未満の複合建築物の最低必要面積は、4㎡以上とすること。

　　注意５　：　対象延床面積が、10,000㎡以上の複合建築物の最低必要面積は、各用途別に対象延床面積があるものと仮定し、

　　　　　　　　各々の最低必要面積を算出し、その面積に「各用途別面積÷対象延床面積」の比率を乗じ、その最低面積を合計した

　　　　　　　　面積（以下「合計面積」という）以上とすること。

　　　　　　　　ただし、合計面積が4㎡未満となった場合の最低必要面積は、4㎡以上とする。

　　注意６　：　算出にあたっては、小数点第2位を四捨五入すること。

別表　9
事業系大規模建築物の保管場所面積計算表（１０，０００㎡以上の建築物のときに使用してください。）

	用途
	（Ⅰ）

各用途別対

象延床面積
	（Ⅱ）

（建築物全てがその用途とした場合の最低面積）
	（Ⅲ）

１棟に占める用途別

の割合ａ・ｂ・ｃ/ｄ
	（Ⅳ）

最低必要面積

（Ⅱ）×（Ⅲ）

	
	
	（d）が10,000㎡以上50,000㎡未満
	（d）が50,000㎡以上100,000㎡未満
	（d）が100,000㎡以上
	
	

	事務所
	
	4㎡×
	（延床－10,000㎡）10,000㎡
	×3㎡
	16㎡×
	（延床－50,000㎡）
10,000㎡
	×２㎡
	26㎡
	ａ
	㎡

	飲食店
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	

	学校
	
	
	
	
	
	
	
	
	（　　　　）
	

	病院・診療所
	
	＝　　　　　　　㎡
	＝　　　　　　　㎡
	
	ｄ
	

	小計
	ａ
	
	
	
	
	

	店舗
	
	4㎡×
	（延床－10,000㎡）
	×4㎡
	4㎡×
	（延床－50,000㎡）
	×4㎡
	40㎡
	ｂ
	㎡

	ホテル
	
	
	10,000㎡
	
	
	10,000㎡
	
	
	（　　　　）
	

	
	
	＝　　　　　　　㎡
	
	＝　　　　　　　㎡
	
	（　　　　）
	

	小計
	ｂ
	
	
	
	
	ｄ
	

	文化・娯楽施設等
	ｃ
	3㎡×
	（延床－10,000㎡）
	×2㎡
	11㎡×
	（延床－50,000㎡）
	×1㎡
	16㎡
	ｃ
	㎡

	
	
	
	10,000㎡
	
	
	10,000㎡
	
	
	（　　　　）
	

	
	
	＝　　　　　　　㎡
	＝　　　　　　　㎡
	
	（　　　　）
	

	
	
	
	
	
	ｄ
	

	合計
	ｄ
	
	
	
	１
	


※対象延床面積には共用部分を含まない。　※（Ⅰ）（Ⅱ）欄は小数点第3位を四捨五入　　　※（Ⅳ）欄は小数点第2位を四捨五入
１　10,000㎡以上で用途が単一な建築物の場合は、次の手順で計算してください。　　　　（Ⅲ）欄は使用しないでください。
　①該当する用途の対象延床面積を（Ⅰ）欄に記入し、その数値を合計する。（ｄ）にも記入してください。
　②①の数値を（Ⅱ）欄の用途と面積が該当する計算式の（ｄ）に記入し計算。（小数点第3位四捨五入）
　③②の数値を小数点第2位で四捨五入して、（Ⅳ）欄に記入してください。・・・・・この数値が保管場所最低必要面積になります。
２　10,000㎡以上で用途が複合する建築物（再利用対象物の保管場所最低必要面積算出基準の注５）の場合は、次の手順で計算してください。
　①各用途別の対象延床面積を、（Ⅰ）欄に記入し、合計した数値を（ｄ）欄に記入してください。

　②①の数値を（Ⅱ）欄の各用途と面積が該当する計算式の（ｄ）に記入し計算（小数点第3位を四捨五入）してください。ただし（ｄ）が100,000㎡以上の場合は

　　表に記入してある数値となるので計算する必要はありません。・この数値が各用途別に対象延床面積（ｄ）があるものと仮定し算出した各々の最低必要面積となる。
　③（Ⅰ）の各用途別の面積｛（a）、（ｂ）、（ｃ）｝と合計面積（ｄ）を（Ⅱ）欄の（ａ）～（ｄ）の該当するところを記入してください。
④各用途別に②の数値に③の割合を乗じ、小数点第2位を四捨五入して（Ⅳ）欄に記入し、合計してください。・この数値が保管場所最低必要面積となります。
住居専有面積表で人員を確定する。





収集間隔は清掃事務所で収集する場合、燃やすごみ週2回、燃やさないごみ月2回となり、燃やすごみ3日、燃やさないごみ13日となる。





再利用対象物の割合は荒川清掃事務所独自で設定したもので確定値です。





再利用対象物の収集間隔は、町会毎の収集間隔になります。週1回の収集と月2回の収集間隔があります。詳しくは清掃事務所にお問い合わせください。





①と②は計算上で算出した小数点第1位まで記入、❶と❷は小数点を繰り上げ整数にした数字を記入





必要個数はⒷの計算で算出した小数点第1位を繰り下げて整数にする





コンテナ容量は荒川区で使用しているコンテナを荒川区独自で算出した数値になります。他の容器は使用できません。


※コンテナやネットは清掃リサイクル課で必要数貸し出します。





再利用対象物の必要個数は計算で算出した小数点第１位を繰り上げて整数にする。





計算した数値の小数点を繰り上げて整数に直す。





保管場所の中に棚を作る、作らないで2通りの積み重ね方がある。





廃棄物と再利用対象物の保管場所を一つの中に保管する場合はすべての容器等の面積を合算する。


別々に製作する場合はそれぞれで合算する。





積み重ね算定表で算出した必要列数。





用途別床面積内訳表で各用途別に各階の面積を合算してください。





排出基準は施設用途別排出基準による。





45㍑容器は11.25kg、60㍑容器は15kg、90㍑容器は22.5kg、700㍑コンテナは175kgで計算する。





委託業者で収集する場合は事業者で算出する。荒川区で収集する場合は燃やすごみ8割、燃やさないごみ0.5割とする。





Ⓒは小数点を繰り上げて整数にする。


Ⓓは小数点を切り下げて整数にする。





委託業者収集は契約書による。毎日収集や1日おきなど。荒川区で収集する場合は燃やすごみ週2回で3日間隔、燃やさないごみ月2回で13日間隔とする。





容器（丸型や角型で底面積が変わる）の個数分設置できる面積が必要です。





全ての必要面積を合算して保管場所の最低面積が算出します。





通路や容器洗浄等の作業場必要面積を最低2㎡以上確保してください。





水道栓や排水機能を備えたもの





各階の廊下やエレベーター・その他の共用部分を合算して記入する。





タイプ別に面積・人員・戸数・総人員を記入する。





各階の延床面積を記入する。





各階の住居床面積の合計を記入する





総延床面積を記入する。





総世帯数・総人数を記入する。





各階の合算を記入する。





共用部分には、その階の廊下など共用する部分を抜き出して記入する。





各階の延床面積を記入する。





店舗の業種別・店舗数・床面積を記入する。同じ業種は１箇所に合算。





事務所系は別に記入する。各階の事務所系はその階で合算する。





共用部分の合算を記入する。





各階の店舗数・床面積を合算する。





各階の合計を記入する。








